（R07 冬　大障教　本部）

項目４７（２）①

○　知的障がいのある児童生徒の増加への対応については、令和２年１０月に、「知的障がいのある児童生徒等の教育環境に関する基本方針」を策定し、公表した。

○　同基本方針に基づき、令和６年４月に出来島支援学校を開校した。加えて、生野支援学校の大阪わかば高校敷地内への移転併設整備を進めているところ。

○　また、令和３年９月に制定された「特別支援学校設置基準」における校舎面積基準、学級編制基準の不適合等の解消をめざし、大阪市北東部地域と豊能地域における新校整備に加え、昨年度から新たに、北河内地域において、交野支援学校四條畷校の本校化に向けた整備を進めているところであり、その他の地域についても、引き続き、知的障がい支援学校の教育環境の改善に向けた、所要の検討を進めてまいる。

項目４９（２）

○　知的障がいのある児童生徒の増加への対応については、令和２年１０月に、「知的障がいのある児童生徒等の教育環境に関する基本方針」を策定し、公表した。

○　また、府立支援学校の通学区域割については、関係する市町村教育委員会や学校から意見を聴くとともに、各学校の施設規模や児童生徒数、通学バス乗車時間等を考慮しながら、よりよい通学環境となるよう、検討してまいる。

項目５２（１）①

○　看護師による医療的ケアが必要な、幼児児童生徒が在籍するすべての学校に、看護師を配置している。

◯　臨時技師（看護師）については、各学校からの要望や医療的ケアの現状を踏まえ、平成28年度から配置を開始し、放課後の業務や泊を伴う行事にも対応することが可能。

○　令和元年度からは、国の切れ目ない支援体制整備充実事業補助金を活用した通学支援校内体制整備看護師を学校の状況等に応じて配置し、校内体制の充実に努めている。

○　学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行により、学校教育法施行規則に、学校において医療的ケアを実施する看護師の名称及び職務内容が規定されたものの、看護師の定数化を図る改正は行われておらず、引き続き、看護師の標準法定数内配置の義務付けを強く国へ要望してまいる。

項目５５（１）⑥

○　教育活動に必要な教材費の経費を含む学校管理費については、従前から各学校のご意見も伺いながら、実情・実態に即した配分に努めてきたところ。

○　引き続き、各校の教育活動が一層充実するよう、また、幼児児童生徒が安全・安心な学校生活を送ることができるよう、必要な予算額の確保に努めてまいる。

項目５１（７）

○　調理委託業務の契約取り消し等で学校給食の提供が不可能となった場合には、当課として学校の管理職や栄養教諭等と協力・調整し、新たな調理業者を確保するなど、学校給食の提供が速やかに再開されるよう対応していく。

項目５

○　教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施しているところ。

○　評価結果の給与等への反映については、皆さま方との協議の上、平成１９年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しており、平成２４年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。

○　評価は、業績評価と能力評価及びその結果に基づく総合評価とし、各評価とも絶対評価としている。

〇　自己申告票は、教職員が学校の教育目標等の組織目標を踏まえて自らの取組む目標を主体的に設定し、その目標を達成するために進捗状況及び達成状況を明確化させ、意欲的に取組みを進めるための重要なものと考えている。
○　令和６年度に実施した評価・育成システムに関する教職員アンケートの結果等も踏まえ、引き続き、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、今後も必要に応じて充実・改善を図ってまいる。

項目２８（８）

○　教育職給料表の２級は教諭の職務の級とされており、臨時講師に適用することは困難である。

〇　一方、臨時的任用職員の教育職給料表の２級適用については、令和７年６月に公布された公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法律の附帯決議や国の通知の内容を踏まえ、その取扱いを研究してまいる。

項目３（１）

○　「府立支援学校職員腰痛予防検診実施要領」において、Ａは「異常なし」、Ｂ１は「おおむね異常なし」、Ｂ２は「要注意または要観察」、Ｃは「要治療」、とされているところ。

○　腰痛に対する体育実技等担当時間の軽減措置については、腰痛検診の結果、B2又はCと判定された教員等のうち、体育実技等担当時間の軽減を受けようとする教員が同一校に2名以上ある場合に、必要な非常勤時間数を措置するものである。
Ｂ１と判定された教員等については腰痛予防検診判定基準において「おおむね異常なし」とされていることから、軽減措置の対象としていない。

○　本制度については、必要な非常勤時間数を予算の範囲内で措置することとしているところであり、制度の見直しは困難な状況。

○　今後とも、各学校長・准校長からの申請に基づき、必要な措置を講じてまいる。

項目３７（９）③

〇　妊娠中の栄養教諭に対する職務軽減については、軽減措置期間を妊娠判明時から産休に入るまでとして、非常勤補助員を措置することとしているところ。

○　また、栄養教諭の育児短時間勤務時の代替措置については、非常勤補助員を配置することとしている。
○　しかしながら、職をとりまく状況を鑑み、常勤職員を配置できるよう、検討してまいる。

項目４－４３（３）

○　教職員の配置については、標準法に基づき、学級数に応じて措置することを基本にするとともに、障がいの重度重複化への対応や、障がいの種別に応じた指導の充実などを図るため、それぞれの学校の状況を踏まえて、教員の加配措置を行っている。

○　今後とも、支援学校における教育水準や教育課題への対応等を踏まえつつ、法令に基づく定数を確保していく中で、適正な教員配置に努めてまいる。

項目３２（２）②
　
〇　腰痛予防検診の1次検査アンケートの配付にあたっては、各支援学校あて全員に配付を行うよう通知している。また、アンケートの提出が無い学校や、少ない学校には、個別に連絡し提出忘れが無いか確認を行っている。

〇　2次検査である健診機関での腰椎X線検査、診察については、勤務校所在地に割り当てた５医療機関に分散し、受診いただいている。

〇　なお、腰椎X線検査等については、体調不良等による事前連絡のない未受診事例を含め、教員の都合により日程変更希望がある場合は、健診機関との調整の上、５医療機関内での受診変更、追加日程の依頼も含めて、できる限りの代替日の提案を行い、希望者には、受診いただけるよう配慮しているところ。

項目５５（２）

○　生徒の教育活動の裏付けとなる教職員旅費は、従来から教育予算と位置付けし、厳しい財政状況の中、一定の予算措置がなされたところ。

○　旅費予算については、これまでから、各校の計画額をもとに必要額を確保し、予算配当してきたところ。

○　12月に実施の旅費予算執行状況調査結果をもとに、今後、追加配当等の再調整を行う予定としている。

〇　また、本調査後に生じた突発的な事態などにより、旅費が不足する場合には、個別に対応させていただくこととしている。

○　今後も、生徒の安全管理や学校運営に支障をきたさないよう、財源の確保に努めてまいる。

